
 

 

 

石川県宿泊施設感染防止対策緊急支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、石川県宿泊施設感染防止対策緊急支援事業補助金（以下「補助金」

という｡）の交付について、石川県補助金交付規則（昭和３４年石川県規則第２９号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 補助金は、石川県内の宿泊施設に対して、新型コロナウイルスの感染防止対策に

必要となる備品・消耗品の購入や、新たな需要に対応するための施設改修など前向きな

投資に必要な経費を補助することにより、事業者による感染防止対策の推進及び利用者

に対する安全・安心を提供し、本県の観光振興を図ることを目的とする。 

 

（補助対象経費等） 

第３条 補助対象事業、補助対象事業者、補助対象期間、補助対象経費、補助率及び補助

金限度額は、別表のとおりとする。 

 

（補助事業の交付申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする者は、様式第１号による補助金交付申請書及び

様式第２号による役員等名簿を、知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の変更承認申請） 

第５条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という｡）が、交付決定を受け

た補助対象事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更しようとするときは、あらか

じめ様式第３号による補助金変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければ

ならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

 

（補助事業の廃止） 

第６条 補助事業者は、補助事業の廃止をしようとするときは、速やかに様式第４号によ

る補助金廃止承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業の実績報告） 

第７条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、様式第５号による補助金実績報告書

に当該補助事業に係る支出状況等を明らかにした書類を添えて、知事に報告しなければ

ならない。 

２ 前項の実績報告書は、補助事業の完了の日から３０日を経過する日又は令和４年１月

１４日のいずれか早い日までに提出しなければならない。ただし、交付決定前に補助事

業が完了している場合にあっては、交付決定の日から３０日を経過する日までに提出し

なければならない。 

 

 



 

 

 

（補助金の交付） 

第８条 補助金の交付は、精算払とする。ただし、知事が必要と認めるときは、概算払に

より交付することができるものとする。 

２ 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、様式第６号による補助金請求書（補助

金の概算払を受けているときは、補助金精算請求書とする。）又は様式第７号による補助

金概算払請求書を提出しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第９条 補助事業者は、補助事業により取得した財産を、知事の承認を受けないで、補助

金の目的に反して使用し、又は譲渡してはならない。ただし、補助金の交付を受けた日

の属する年度の末日から起算して「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０

年大蔵省令第１５号）」に定める期間を経過した場合はこの限りではない。 

２ 知事は、補助事業者が前項の規定に違反した場合、その交付した補助金の全部又は一

部の返還を命ずることができる。 

 

（雑則） 

第１０条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、

知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

  



 

補助対象事業 新型コロナウイルスの感染防止対策の推進 

補助対象事業者 石川県内において、新型コロナウイルスの感染防止対策を実施する旅
館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項に規定する許可を受
けて宿泊事業を営み、「いしかわ新型コロナ対策認証制度」における認証
を取得又は申請した者で、次の各号のいずれかに該当する者を除くもの
とする。 
（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業を
営む者 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律
第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定す
る暴力団員及びこれらと密接な関係を有する者 

（３）「いしかわ新型コロナ対策認証制度」の認証申請後、認証しない旨
の通知を受けた者及び補助対象期間内に認証を受けられなかった者 

ただし、補助対象事業者として知事が認めた場合は、この限りではない。 

補助対象期間 令和２年５月１４日から令和３年１２月３１日まで 

 ただし、やむを得ない事情によるもので、知事が認めた場合は、この

限りではない。 

補助対象経費 令和２年５月１４日以降に契約・発注し、令和３年１２月３１日まで
に支払を含めて事業が完了する経費で、次に該当するものとする。 
ただし、やむを得ない事情によるもので、知事が認めた場合は、この

限りではない。 
ア 「いしかわ新型コロナ対策認証制度」や「宿泊施設における新型コ

ロナウイルス対応ガイドライン」で設定する基準等に対応するため、
補助事業者が実施する感染防止対策に必要となる備品・消耗品の購
入に要する経費。 

イ 新たな需要に対応するため、補助事業者が実施する施設改修など、
前向きな投資に要する経費。 

なお、次に掲げる経費は、交付の対象としないものとする。 
（１）消費税及び地方消費税に相当する額 
（２）この補助金以外に同様の事業内容にて別途、国又は地方公共団体

が実施する補助金、委託費、助成金等が支給されている経費 
ただし、市町の補助金、委託費、助成金等が、その制度上他の補

助金（本補助金）と併用可となっている場合は、令和３年７月１日以
降に契約・発注し、令和３年１２月３１日までに支払を含めて事業が
完了する経費で、先に県が交付決定を行ったものに限り、当該経費か
ら本補助金を除いたものについて、市町から追加支給を受けること
を可能とする。 

（３）その他、補助事業の目的上、知事が不適当と認めるもの。 

補助率 １／２ （１，０００円未満の端数がある場合は、これを切り捨てる。） 
ただし令和３年７月１日以降に契約・発注し、令和３年１２月３１日

までに支払が完了する経費については別途、１／４（１，０００円未満
の端数がある場合は、これを切り捨てる。）を上乗せ 

補助金限度額 １施設あたり５００万円 
ただし、令和３年７月１日以降に契約・発注し、令和３年１２月３１

日までに支払が完了する経費の別途上乗せ分については、１施設あたり
２５０万円 
なお、旅館業法に基づく許可単位を１施設とするが、外観上、構造上及
び機能上の各面を総合的に判断して一体性があると認められる一の建築
物内で、１事業者が複数の許可を得ている場合は、許可数にかかわらず
１施設とみなす。 

別表 


